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研究成果の概要（和文）：大災害後、被災市町村職員への中長期にわたる支援ネットワークモデルは以下と考えられた
。
支援組織は、地域保健を担う保健所等都道府県組織、こころのケアセンター等長期的支援可能な組織、専門的知識の供
与が可能な被災地の大学等被災地域に密着した組織が連携し支援したことが職員の健康保持と疾病予防につながった。
円滑な支援のためには産業保健の知見を持つ看護職等が支援組織のコーディネーターとなることが望ましい。加えて平
時には市町村と都道府県組織、被災地の大学等との間で災害後の職員の健康支援協定を締結、定期的に参集し組織間の
関係性を構築しておくことが、災害後の支援をスムーズにすることにつながると考えられた。

研究成果の概要（英文）：After the massive disaster, we presented a model for a medium- to long-term 
support network for municipal employees. The collaborative support provided by organizations with close 
ties to the disaster area helped employees to maintain their health and avoid disease after the 
earthquake. These organizations included prefectural associations such as health centers, other 
organizations capable of providing long-term support, and higher education institutions in the disaster 
area. To provide unhindered post-disaster support, actors such as occupational health nurses should 
assume a coordinating role. In addition, municipalities could facilitate a more efficient system of 
post-disaster support for their employees by concluding agreements in advance with prefectural 
organizations and universities in the disaster area and by building inter-organizational relationships 
through regular meetings during non-disaster times.

研究分野：災害看護

キーワード： 災害　メンタルヘルス　市町村職員　看護相談　ネットワーク　産業保健

  １版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

2011 年 3月に発生した東北地方太平洋沖

地震(以下東日本大震災とする)は大被害と

なり太平洋沿岸部に居住する住民の多くが

住居、仕事や家族を亡くした。被災者には被

災地の復興業務を担う市町村職員も含まれ

た。 

大災害発生後の市町村職員は心身の緊張

と劣悪な環境下での過重労働となり易く、阪

神・淡路大震災や新潟県中越地震では市町村

職員の過労死が報告された。このような最悪

の事態に至らないまでも、二次的被災により

抑うつ、心身症、アルコール依存症、燃え尽

きなどさまざまな心理的問題が懸念された。 

宮城県北東端にある A市は仙台市から

130km ほど離れており交通の便が良いとは

いえず、震災前から医師不足の医療過疎地域

であった。そのため継続的な支援が入りにく

く、災害後の精神保健活動の質低下の懸念さ

れていた。 

過去の災害後の精神保健活動では｢精神

科｣、「こころ」を前面に出した支援は被災者

に受け入れられにくかったが、保健師などの

健康相談では精神保健に関係した支援ニー

ズのくみ上げが出来たという。 

 
２．研究の目的 

被災市町村職員に看護相談活動を行い、精

神保健に関係した支援ニーズのくみ上げを

行うとともに、職員の健康保持と疾病予防を

目指す。看護相談活動を中・長期的に継続す

るためのネットワーク構築を目指し、被災範

囲が広範な災害後、限られたマンパワーを効

果的に活用するために必要なネットワーク

モデルを提示する。 

 

３．研究の方法 

（1）A市人事担当者と連携を図り看護相談

を行う。医療、福祉、法律などの専門的な相

談窓口とのネットワーク作りに努め、必要時

適切な支援を紹介出来る体制を整える。 

さらに宮城県内他市町村の支援ニーズを把

握し、必要に応じ支援に入り、A市での支援

との比較検討をする。 

（2）A市職員全員の健康状態と被災状況と

心身の健康状態の関連について把握し、震災

の被災状況、身体的症状を把握する自記式質

問紙調査を実施し看護健康相談に活かす。具

体的には、市町村職員への継続的看護相談活

動の有無の判断、相談活動の評価に活用する。

（3）看護相談活動の中でネットワーク化に

関することを詳細に記述し、その分析を通し

精神保健支援ネットワークのモデル化を行

う。それを東日本大震災以前の支援ネットワ

ークと比較し、その特徴を明確化する。 

（4）支援者支援を行う者を対象としたシン

ポジウムを開催し研究結果の公開・評価を行

う。 

 

４．研究成果 

（1）A市における看護相談について：A市人

事係との調整により、2012 年 4月から 2014

年 11 月まで、精神看護を専門とする看護師

が自治体内において健康相談を実施した。相

談の内容は、身体的健康に関すること、精神

的健康に関すること、計測、情報提供であっ

た（表 1、表２）。 

 

表1．A市における看護相談回数と利用者数（研究者ら担当分）

回数　　　　　（回）
利用者数（のべ）
　　　　　　　　　（人）

備考

2012年 17 46

2013年 9 18

2014年 6 4 他機関と合同実施

2015年 － － 他機関が実施  

相談（身体） 相談（精神） 計測 情報提供 その他

2012年 11 19 14 6 11

2013年 15 13 2 3 8

2014年 4 1 0 0 1

表2．A市における看護相談内容（研究者ら担当分）

 

 

看護が担当した相談窓口であり、過去の知 



見同様に身体的健康相談とともに精神的健

康相談も持ち込まれたが、相談利用者は経年

で減少した。看護相談の内容から職員の精神

的健康に関する課題が終息したとは考えに

くく、職場内、業務時間内での相談窓口の設

置、職員・職場内のメンタルヘルスリテラシ

ーが低いことなどが相談利用者の減少に関

係したと考えられ、相談者の来室を待ってい

るだけではない支援も必要であると考えら

れた。 

 看護相談から職員の精神保健に関係した

支援ニーズとして挙げられたことは、震災前

からのメンタルヘルス不調者への対応や業

務上のサポートに関することであった。東日

本大震災発災以後は業務量が激増したため

それ以前のようなメンタルヘルス不調者へ

の対応をすることが難しい、加えて余裕のな

くなった職員がメンタルヘルス不調者へ否

定的な見方をしてしまうことが課題である

と考えられた。そのため A市には、職場のメ

ンタルヘルス対策に総合的に取り組んでい

くことが必要であると考え、研究者らの外部

支援を職場のメンタルヘルス対策の方策と

して位置付けていくこと、安全衛生委員会の

開催への働きかけ、復職支援体制整備、産業

保健スタッフの配置の提案などを適時人事

係担当者に働きかけた。結果、A市における

職場のメンタルヘルス対策への助言により、

2014 年安全衛生委員会の開催、2015 年復職

支援体制整備につながった。 

宮城県内他市町村での看護相談ニーズを

組み上げるため被災 B町の福利厚生担当者

との打ち合わせを行ったが、すでに職員健康

相談は他機関が行っていたため研究者らは

実施せず、主に支援者会議に参加し主に職場

のメンタルヘルス対策への助言を行った。 

A市とB町における研究者らの支援におけ

る違いは、支援開始時期が A市の方がより早

く開始となったこと、継続的な看護相談をす

る中で A市の職場内のメンタルヘルス支援

ニーズの分析・把握が出来たこと、研究者ら

と市担当者との関係性の構築がされ、必要と

思われる支援の提案が採用されたことなど

が考えられた。 

（2）自記式質問紙調査については、支援者

会議での検討により、東北大学大学院医学系

研究科予防精神医学寄附講座（現所属）が

2012 年から各年 1回実施した。調査項目は

K6、PHQ-9、PCL と現在の業務や被災状況で

あった。A自治体、B自治体とも 20124 年度

から 2015 年までの間に、K6、PHQ-9、PCL の

ハイリスク者は順調に減少したが、2012 年

と 2015 年ではそれに大きな差が見られず、

メンタルヘルス不調者は下げ止まったと解

釈出来た。各自治体とも未だに復興業務や困

難な業務を抱えてはいるものの、震災直後の

ような長時間労働を強いられることはなく

なったことなどが影響していると考えられ

た。 

 自記式質問紙調査結果と看護相談の利用

者数、職場内相談を他支援機関が担いはじめ

たことなどから、A市での研究者らの看護相

談は 2014 年度で終了した。 

 さらに自記式質問紙調査からは、質問紙調

査に回答しない職員が一定数存在すること、

各年で退職者が存在することが明らかとな

り、自記式質問紙調査だけで職員のメンタル

ヘルス対策を行うことは不十分であること

が理解できた。そのため職場内支援では、自

記式質問紙調査と職場のメンタルヘルス対

策としての一次予防、三次予防の推進を図る

こと、退職者へのアプローチとしては職場と

地域の連携による連続的な支援が必要であ

ると考えられた。 

（3）A市での看護相談に関する支援ネット

ワークは、当初自治体福利厚生部門である人

事係、既存資源である管轄保健所、大災害後

の精神保健活動を担うこころのケアセンタ

ー、被災県に位置する教育研究機関が定期的

に A市の支援について意見交換を行うこと



で、各支援機関が協同し支援に当たった。そ

の後、自治体の精神保健に関係したニーズの

変化とともに、災害後のメンタルヘルス支援

を、平時の職場のメンタルヘルス支援に位置

づけていく必要性が明らかとなったため、産

業保健分野との連携が必要と考えられた。し

かしながら、自治体に産業保健担当者が配置

されていないこと、A市の地域性（以前より

医療過疎地域、既存資源の不足）により、看

護職である研究者らが A市産業保健担当者

としての役割を一部担い行政職員に助言を

し、各支援機関のコディネートをしながら、

A市での安全衛生委員会の再開を働きかけ、

その中でのメンタルヘルス対策の検討を推

進した（図 1）。 

一方 B町では、研究者が支援に入る以前か

ら、A市同様に、自治体福利厚生部門、既存

資源である管轄保健所、精神保健福祉センタ

ー、大災害後の精神保健活動を担うこころの

ケアセンター、被災県に位置する教育研究機

関が、A市同様に定期的な意見交換を行いな

がら各支援機関が協同し支援に当たってき

た。A市同様、災害後のメンタルヘルス支援

を、平時の職場のメンタルヘルス支援に位置

づけていく必要性は考えられた。 

しかし、産業保健担当者としての役割を担

う者の不在、B町の被災規模が A市に比して

大きい、同様に職員の健康状態がより悪い、

研究者らが A市で行ったような各支援機関

のコーディネーターの不在などの影響によ

り、A市とほぼ同様の支援ネットワークで支

援してきたものの、A市に比べ組織的なメン

タルヘルス支援体制作りまでは進まなかっ

た。 

 A 市と B町での支援ではさまざまな背景要

因が異なるものの、自治体に産業保健担当者

が不在の場合は、特に外部支援者には、産業

保健を念頭に置いたコーディネーターとし

ての役割を担う者が精神保健支援ネットワ 

ークを組む際には必要であると考えられた。 

コーディネーターの存在は、各支援組織を対

等の立場として位置づけ、支援目標を共有し、

各支援組織の得意とする支援を引き出し、継

続的な支援とすることを可能とすると考え

られた。 

 

 
 

 コーディネーターは職場に精通している

自治体の産業保健スタッフが望ましいと思

われるが、大規模災害後の場合は産業保健ス

タッフの被災レベル、業務量などを勘案した

上で、各支援組織スタッフが行うことも検討

する必要がある。職種については検討が必要

であるが、職場のメンタルヘルス対策は職員

の健康につながることを勘案すると、精神面

だけでなく身体面の健康課題に取り組むこ

とが出来る看護職が適切ではないかと考え

られた。 

 ケアネットワークシステムモデルとして

は、中長期にわたる支援を勘案すると地域保

健を担う管轄保健所ないし精神保健福祉セ

ンター等の都道府県組織、こころのケアセン

ター等長期的な支援が可能な組織、専門的知

識の供与が可能な被災地の大学等の高等教

育機関等に様々な支援組織が入ることが望

ましいと考えられた（図２）。そして、平時

には自治体と都道府県組織、被災地の大学等

との間で支援協定を締結しておき、定期的に

参集して関係性を構築しておくことが、災害

後の支援をスムーズにすることにつながる 

と考えられた。 



 

 

（4）支援者支援を行う者を対象としたシン

ポジウムについては、被災規模が大きかった

岩手、宮城、福島の支援者支援を行う支援者、

研究者や一般市民に、研究者らの支援につい

て報告する機会を得た。他支援者からはネッ

トワークを組み支援を継続することに賛同

を得、評価する意見を得た。 

その中の自治体関係者からの支援報告で

は、自治体に産業保健担当者がすでにおり、

自治体内でメンタルヘルス支援計画がある

場合の外部支援者のネットワーク作りでは、

自治体産業保健担当者がコーディネーター

を担うことが望ましいと理解できた。自治体

産業保健担当者が、職場内支援が必要な場合

に、外部支援システムを活用することが効率

的であると考えられた。 
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